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一報告一

JICAプロジェクトに接して浮かび上がった

日本とケニアの助産師教育の現状と課題

Current status and problems of the education of midwives in Japan and Kenya 
revealed through JICA project 

杉浦 和子

Kazuko SUGIURA 

聖隷クリストファー大学 看護学部

Seirei Christopher University, School of Nursing 

【要旨】

わが国の国際保健への貢献は、国際協力団体などによって行われている。その一つである Japan

International Cooperation Agency（以下JICA)は、国際社会の平和と発展に貢献し、母子保健協力におけ

る母子保健と感染症対策を重点内容としている。今回、JICAプロジェクトに接する機会を得たので、今後の

日本とケニアの助産師教育の現状と課題について考察した。その結果、日本の役割は、 1)国内において国

際的な視野に立てる助産師教育を充実させ、リーダシップが取れるような自律した助産師を育てること、 2)

支援することが全てではなく、ケニア人が自国の力で持続できるシステムを作ることができるように関わる

こと、 3)ケニア人が自らのマネージメントによって自国を変えようとするモチベーションを高めさせるこ

と、 4)われわれはそれを維持できるように寄り添うこと、などが重要であり、一方、ケニアにおいては、

1)識字能力を持てるよう学校教育のさらなる普及、 2)学校教育における性教育の普及、 3)専門的助産

師の蓑成、4)伝統的産婆の専門的能力を面める教育・講習の充実化、 5)国内紛争や自然災害など緊急事

態発生時の感染症対策・妊産婦の健康管理、 6)薬を泥水で飲まなくて済むよう衛生設備の利用性を増加さ

せること、などが重要であると結論付けられた。

［キーワー ド）

JICAプロジェクト、ケニア、母子保健、助産師教育

【緒言】

日本経済は2002年の初めに回復局面に入り、世界

経済の回復と国外からの需要の増加等を背景に景気

の回復も勢いを増した叫それに伴い国際協力に対

する国内外の関心は高まり、人材蓑成や協力の期待

は大きくなった。看護界においても平成22年からの

新カリキュラムの統合分野に国際看護が含まれるよ

うになり、国際看護の役割と可能性について位置付

けられた 2)。国際看護とは、自国とは異なる国（独

立国とみなされていない地域も含む）でその国の社

会、政治、経済、文化、保健医療システム、疾病構

造など看護に影響を与えるあらゆるものを考慮して

適用する看護と説明され、さまざまな学問分野が関

わっていることが示されている叫 そして、それら

がただ単に生活に密着する視点だけでなく、疾病の

疫学的視点、医療人類学的視点、政治経済的視点が

必要になってくるため 4)、その効果を上げるために

は政治や経済の改革が絶対的な必要要件となる。

わが国の国際保健への貢献は、国際協力団体など

によって行われている。その一つである Japan

International Cooperation Agency（日本国際協力

事業団、以下JICA)は、国際社会の平和と発展に貢

献し、これを通じてわが国の安全と繁栄の確保に資

することが目的であるが、具体的には開発途上国か

ら研修員を受け入れ、国際援助協力の情報を提供し、

開発教育支援を行っている 5)。JICAにおける保健協

カのうち母子保健協力における重点内容は、母子保

健と感染症対策である。この背景には、毎年、全世
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界で約36万人の女性が妊娠や出産を契機に命を落

としていることや、 900万人近い子どもが5歳を迎

える前に亡くなっているという事実がある。しかも、

これらの99％は発展途上国で起こっており、さらに、

エイズ、結核、マラリアなどの感染者は年間400万

人以上も発展途上国で亡くなっている 6,7)0

国際助産師連盟 (TheInternational Confedera-

tion of Midwives : ICM)は、妊娠・出産・子育てに

携わる女性、新生児、そして彼らがともに暮らす家

族にとってよりよい成果をもたらすという助産師の

目的や目標を世界規模で助長していくことを理念と

している叫その理念に基づき、妊産婦死亡数の減

少を目標とした安全な母性推進事業達成に向けて他

の国際団体と協力して専門職としての助産師の役割

の発展を推進している。

以上のことから、母子保健に関わる問題解決に向

け、看護職である助産師に求められる国際看護の役

割は大きく、それらを踏まえた助産師教育を構築す

る必要性は高い。アフリカの発展途上国の一つ、ケ

ニアのニャンザ州は、母子保健分野の多くの重要指

標がケニアの中でも劣悪な数値を示している。この

ためJICAは、ケニア政府からの協力要請を受けた。

今回、このプロジェクトにおける母子保健コースで

の講師を務め、両国間の母子保健の現状と課題から

助産師に求められる役割について知見を得たので、

ここに報告する。

【JICAプロジェクトの概要】

以下にJICAプロジェクトの概要を示す。

1)プロジェクト名

ケニア国ニャンザ朴I保健マネージメント強化
プロジェクト

2)プロジェクト期間

2009年から 2013年の5年間

3)相手国機関名

公衆衛生省プライマリーヘルスケアサービス

部、ニャンザ小11公衆衛生局

4)プログラムの概要

日本の母子保健に関する研修期間は国別研修

「ケニア：地域保健行政母子保健コース」とし

て2010年 11月29日より 12月25日までで、

研修プログラムの内容は以下の15項目である。

1. 日本の衛生行政の歴史

2. 日本の医療保健制度

3. 母子感染

4. 乳幼児健診

5. 助産所の見学

6. 地域の保健所活動の見学

7. ヘルスプロモーションの実践報告

8. 寄生虫検診から予防医学へ

9. 日本の新生児医療

10.諏医について

11. ジェンダーの視点からの健康

12. 日本の子どもの歯科衛生について

13. 麟の産科医療・日本の助産師教育制度の

変遷

14. HIV/ AIDSについて

15.アクションプラン

このうち筆者は、 2010年 12月21日に「13.

地域の産科医療・日本の助産師教育制度の変遷

について」の講師を務めるとともに、アクショ

ンプランに向けてのディスカッションに参加

した。

5)対象研修員

ニャンザ州の保健関係の行政に携わっている

人で、今回は、保健省の局長、監視官、医療所

長、看護師の4名であった。

6)倫理的配慮

すべてのプログラムは、JICAのプロジェクト内

で実施され、 JICAスタッフに内容を公表する

ことの同意を得た。なお、個人情報となる資料

は公開しないことに署名している。

【日本とアフリカの現状】

1.母子保健指標

母子保健統計に関する重要指標としては、新生児

死亡率、乳児死亡率、 5歳未満児死亡率、妊産婦死

亡率、合計特殊出生率などがあり、これらはその国

の水準を示唆することができると言われている。日

本とケニアを比較した母子保健指標を表lに示す9----

11)。日本は2008年叫ケニアは2009年 10)、本プロ

ジェクト地域のニャンザ小1iは2003年 11)のデータで

あるが、新生児死亡率（出生1000人対）は、日本は

l、ケニアは34で、乳児死亡率（出生1000人対）
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表1母子保億指標 （文`＇～ IIよりり1綱してt9双J

日本 ケニア ニャンザ州

斬生児死亡亭（出生1000人対） I 34 

乳児死亡卒（出生1000人対） 3 80 133 

5歳未漏児死亡卒（出生1000人対） 4 128 206 

妊産鳩死亡率（出生100,000人対） 36 560 

合計特殊出生亭 1 37 49 

は、日本は3、ケニアは80であり、ニャンザ朴Iにお

いては 133と極めて高い。また、 5歳未満児死亡率

（出生 1000人対）も、日本の 4に対し、ケニアは

128、ニャンザ州は206と極めて高い。妊産婦死亡

率（出生10万人対）は、日本は3.6、ケニアは560

で、 1900年当時の日本が約400であることをみても

いかに面いかがわかる。合計特殊出生率は、日本は

1. 37と少子化であるのに対し、ケニアは4.9と多産

である。このようにいずれの指標も日本との差が歴

然としている。さらに注目する点は、重要指標の中

でも乳児死亡率と 5歳未満児死亡率である 9~10) （図

1)。

図1に示すようにケニアの乳児死亡率は、 1960年

が122、1990年が68と改善したものの、 2008年は

81と近年再び悪化している。 5歳未満児死亡率にお

いても同様に、 1970年は154であり、 1990年は105

と改善したものの2000年には128と悪化し、それか

ら8年後の2008年も128と改善傾向はみられていな

い。 5歳未満児の死亡原因について世界と日本およ

びアフリカを比較してみると、 2008年の世界の死亡

原因は感染症が死因の上位を占めており、日本の

1960年（昭和35年）とアフリカの2008年のデータ

がよく似ている 9,12)（表2)。そして、 15歳から64歳

までのHIV/AIDS感染率は、日本は0.1％未満である

のに対し、ケニアは 7.1%、ニャンザ州においては

14.9％と劣悪な数値を示している。これらより、エ

イズ感染者の多いアフリカ、ことに、ニャンザ小11で

は、母子感染からのエイズやエイズ孤児である確率

が高い。そのために5歳未満児の死亡原因のうちエ

イズで亡くなる子どもの多いことが理解できる叫

• 9L児死亡寧日本 • 9L児死亡亭ケニア

ーも 5●未漏児死亡皐日本 →←5鼠＊漏児死亡寧ケニア

■122 

1960 

ペ 8

17 

△--

1970 

■81 
■68 

6 S 4 
----｀→贔5_-----•A------—--11..3
1990 2000 2008年

図1 日本とケニアの乳児•5歳未満児死亡率
9文戴9~11より弓l用して作成1

次に、妊産婦死亡の原因をアフリカと日本とで比

較してみると、アフリカの2008年と日本の1950年

での死亡原因が似ており、出血、妊娠中苺症（現在

は、妊娠高血圧症候群）、敗血症が3大死因であるこ

とが確認できる 9,12)。なお、2008年の日本のデータ

では、産科的塞栓症と出血が主原因であり、戦前戦

後に多くみられた妊娠中毒症（妊娠高血圧症候群）

や敗血症は激減している叫

2. 医療者・分娩施設について

表25歳未満児の死亡原因：世界・日本・アフリカの比較
（文献9,12より引用して作成）

死因順位 世界(2008) 日本(1960) アフリカ (2008) 日本(2008)

1 肺炎 不慮の事故 下痢性疾患 不慮の事故

2 下痢性疾患 肺炎・気管支炎 肺炎
先天奇形・変形

および染色体異常

3 マラリア
胃炎・十二指腸炎

マラリア 悪性新生物
・腸炎・大腸炎

4 麻疹 赤痢 栄養失謂 肺炎

5 外傷 麻疹 AIDS 心疾患
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分娩時に医療者に介助を受けた率の推移をみてみ 等の専門職がいる病院 ・診療所へと分娩に対するサ

ると、アフリカはもとより、本プロジェクトが実践 ポート構図が変化している。

されているケニアでは、2005年ですら50％以下であ

る12)（固2)。この理由として、この地域では医療を

受けることが安心•安全と認識されていないため、

専門的知識のない伝統的産婆や准医師と称される、

医師ではないが医師と同様の治療や処置を行う人々、

さらには祈祷師のような伝統的冶療者の方が信頼度

が高いことなどが挙げられる。これに加え、病院へ

発展途上oo

18ソ連・東欧II田

東アジア・大平洋

i'li米カリプ濁樟囚

中東．、北アフリカ

棗 mアフリカ

サハラ砂漬以聞

西・中央アフリカ

mァジア I.. 

I 

49 
43 

I,1 
44 

-431 1 40 

20 40 

54 I 62 I 
291 = 86 1: ：塁， 89 ↓81 

5! 

51 
51 

w 
印 80 100 % 

図2分娩時の医療者の介助率
（文舷12よリ引用して作戌ヽ

受診でき得ない貧困やアクセスなどインフラの問題

から、必然的に出産は自宅分娩となっている。しか

し、伝統的産婆は、信頼度は裔いものの、自己の知

識・技術不足を補いさらに嵩めるような助産師教育

が充分に確立されていないため、救命可能な命さえ

も落とさざるを得ない現実がある。その上、発展途

上国には基本的な初等教育を受けることができてい

ない現状もあり、仮に医療を受けられても読み書き

ができないことから、パンフレットなどを用いた指

導や共通認識をもつことの難しさという問題も横た

わっている。一方、わが国では、 1950年は約95％の

人が自宅出産していたが、 1960年は50%、1965年は

20％を切って 1970年には5％以下となり、戦後20年

間で自宅出産が激減している。助産所についても同

様であり、 1970年頃を境に減少し始め、現在では日

本全体の分娩数の 1％程度を扱っているに過ぎない叫

分娩場所別出生数における病院と診療所の割合は、

その比率に差はないものの両者の合計は 99％であ

り、現在の日本ではほとんどの妊婦が医師・助産師

のもとで出産をしている 14) （図3)。このようにわが

国では、より高度の専門教育を受けていない産婆が

関わることが多かった自宅出産から、医師・助産師

助産所
1% 

自宅他
0% 

図3分娩場所別出生数（日本）
（文漱14より引用して作成）

3.助産師の国際分類

現在、世界には様々な助産師が存在している 15)（図

4)。それらは、まず正規の教育を受けていない助産

要員 (Untrainedpersonal)と正規の教育を受けた

助産要員 (Trainedmidwifery personal)とに二分

される。前者には民間伝承的介助人 (Tradi- tion 

al birth attendant : TBA)が属し、国や地方により

異なるが、助産介助が可能な介助人と、それ以外の

援助を行う世話人とに分類される。後者には、副助

産師 (Auxiliarymidwife : AMW)および高度な教育

を受けた助産師 (Fullytrained midwife : FMW)が

ある。この高度な教育を受けた助産師は、普通の助

産師 (Midwife: M¥V)と看護教育を受けた助産師（

Nurse-midwife : N/圃）、 さらには公衆衛生看護教育

をも受けた助産師 (Publicheal th nurse-midwife : 

PHN/MW)とに分類される叫わが国の助産師の位置

付けは、 産婆と呼ばれた明冶時代では民間伝承的介

助人であった。しかし、資格制度が定められて行く

につれ、副助産師、普通の助産師、看護教育を受け

た助産師、そして公衆衛生看獲教育をも受けた助産

師へと変遷して現在に至っている。一方、アフリカ

の助産師は、高度な教育を受けた助産師も存在する

が、医療者の絶対的不足から多くの地域では、単な

る経験 ・技の伝承だけで根拠を踏まえた正しい知

識・技術のもとに助産を行っていない民間伝承的介

助人が大半を占めているといわれている叫

4. 日本とアフリカの課顆

これまでに、日本の母子保健医療水準が裔いこと
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1.正規の教育を受けていない助産要員 民間伝承的介助人

(Untrained personal1 日(TradIIionalbirth • ~endant:TBA) 

2，正規の教育を受けた助産要員 K+ ` り助歴師
(Tr.iined midwifery personal) I¥ I (Auxiliary midwif●:AMW) 

高度な教育を受けた助産師 詈通の助産鍼i
(Midwife:MW) (Fully trained midwife: FMW) 

看11教育を受けた助産師
(Nurse-midwife: N/MW) 

公衆衛生看II教膏を受けた助産師
(Public h●●Ith nurse-midwife: 

PHN/MW) 

図4助産師の国際分類 （文献15より引用して作成）

を示してきたが、その一方で、日本でも課題は山積

している。すなわち、産科医・新生児科医の不足、

産科施設の閉鎖・集約化、 NICUのベッド数の不足、

助産師の偏在など医療格差の拡大、多剤耐性菌から

の新たな感染症対策、子どもの肥満に関連した生活

習慣病など、わが国の潤沢した高度医療、医療資源

の中でさえも解決は一筋縄ではいかない。

これに対しアフリカでは、助産師そのものの絶対

数が不足しているため伝統的助産師である民間伝承

的介助人の存在は大きい。医療が制限された、ある

いは、医療資源の乏しい地域では、伝統的助産師は

必須の医療資源である。彼らを地域医療の専門者や

カウンセラーとして活躍させることでアフリカの新

生児死亡率が減少しており、地域医療における伝統

的助産師の役割は重要なものとなっている叫した

がって、今後、アフリカにおける伝統的助産師教育

のさらなる充実は、母子保健指標の改善に向けて非

常に意義深いものとなろう。

さて、今回のJICAプロジェクトに接する中で彼ら

と今後の政策に向けてのディスカッションを行った。

彼らは自国の母子保健データが悪いことは十分に認

識していた。しかし、照いたことに、その劣悪な数

値の改善を今すぐ図るのではなく、まずは2015年を

ゴールとしている国連ミレニアム目標18)を達成させ

ることが先決であると述べていた。この背景には、

1970年におけるサハラ砂漠以南のアフリカは世界

の新生児死亡数の 11%、5歳未満児死亡数の 19％を

占めていたが、それが2006年までには新生児死亡数

は倍増して22％となり、照くべきことに5歳未満児

死亡数では世界の50％にまで跳ね上がっている事

実があると推察される叫

また、発展途上国では、 1日あたり 1ドル末満の

生活を強いられている人々は末だに多い。アフリカ、

ことにサハラ砂漠以南のアフリカにおける極度の貧

困者数は近年むしろ増えているが、人口比について

は多少の改善が見られ、 1990年の約57％から、 2005

年の約51％へと貧困者の割合は減っている。しかし、

それでも未だに半分以上のアフリカの人々が貧困に

あえいでいるのが現状である 20)。ユニセフによれば、

貧困と感染症の関連性はこれまでに何度も言及され

ており 21)、このことからもさらに継続して次世代を

担う子ども達に対する健康教育を充実することが課

題であると考える。日本の性教育においても命の大

切さについて授業が組み込まれているように、アフ

リカにおける初等教育においてもこれらは実現可能

なはずである。エイズ孤児をなくす、エイズ孤児に

つながる親とならないように自分を大切にすること

が、発展途上国の子どもと地位の低い女性が守られ

ていく一歩となり得るであろう。

この他、ビタミンA不足を改善することが子ども

の抵抗力を漸め、 5歳未満児死亡率の低下につなが

るといわれている 19,22)。このビタミンAの補給は、

子どもの生存や健康を維持していくために費用対効

果が高いともいわれており、予防医学が主流である

現在、今後さらに国の予算からの支出を考慮すべき

課題であると考える。

国連ミレニアム目標には、母子保健指標に関する

こと以外にも子どもの教育、貧困、エイズなどに対

し、減少、半減、修了、解消、削減、改善などとい

った実現させる目標が設定されているが、この目標
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表3JICAプロジェクトにおける今後の日本とケニアの課題

1 日本の諜題

1)国内において国際的な視野に立てる助産師教育を充実させJ)-'Iシッブが取れるような自律した助産師を育てること

2)支援することが全てではなく、ケニア人が自国の力で持絨できるシステムを作ることができるように関わること

3)ケニア人が自らのマネージメントによって自国を変えようとするモチペーションを高めさせること

4)われわれはそれ臼造持できるように寄り添うこと

2 ケニアの課題

1)謙字能力を持てるよう学校教育のさらなる着及

2)学校教育における性教育の普及

3)専門的助産師の養成

4)伝統的産婆の専門的能力を高める教育・講習の充実化

5)国内紛争や自然災害など緊急事態発生時の感染症対策・妊産婦の健康管理

6)薬を泥水で飲まなくて済むよう衛生設備の利用性を増加させること

に向かって残すところあと 4年である。この4年間

で両国におけるプログラムに拍車をかけなければな

らないが、数値を一時的に改善したとしても、それ

は根本的な解決策にはならない。真に改善するとい

うシステムが政府、 J小1、地域で綿密にマネージメン

トされ、かつ、改善計画の実施が継続されなければ

国際協力の意味がない。しかし、彼らは現実的な問

題として、母子保健には欠かせない医師、助産師、

看護師など専門職者の海外への頭脳流出による移住

問題を挙げていた。これは由々しき問題であり、数

年前から問題視されてきたが、やはりケニアにとっ

ては切実な問題である。ケニア国内における専門職

の教育をどのように充実させるかが今後の国家プロ

ジェクトとして大きな課題であることがクローズア

ップされた。

【結語】

JICAプロジェクトにおける今後の日本の役割は、

表3に示すように、 1)国内において国際的な視野に

立てる助産師教育を充実させ、リーダシップが取れ

るような自律した助産師を育てること、 2)支援する

ことが全てではなく、ケニア人が自国の力で持続で

きるシステムを作ることができるように関わること、

3)ケニア人が自らのマネージメントによって自国を

変えようとするモチベーションを面めさせること、

4)われわれはそれを維持できるように寄り添うこと、

などが重要であると考える。

そして、ケニアにおいては、 1)識字能力を持てる

よう学校教育のさらなる普及、 2)学校教育における

性教育の普及、 3)専門的助産師の蓑成、 4)伝統的

産婆の専門的能力を高める教育 ・講習の充実化、 5)

国内紛争や自然災害など緊急事態発生時の感染症対

策・妊産婦の健康管理、 6)薬を泥水で飲まなくて済

むよう衛生設備の利用性を増加させること、などが

コミュニティレベルでの解決策であると考える。

両国間においては医療格差をはじめとする様々な

レベルの差はあるが、教育の充実の必要性は共通し

ている。支援する・されることが当たり前ではない

という互いの認識が大切であること、自国を外から

見る視野を持ち専門職の役割とは何かを見極める能

力を持つこと、支援する側・される側には同じ人間

が存在し、そこには大切な命があることなどを忘れ

てはならない。現在のわが国は世界に冠たる母子保

健指標を誇っているが、これは日本が特別なのであ

り、決して世界の常識ではない。また、かつての日

本が戦前戦後を通じて遭遇してきたように、一つの

国の問題は世界中の将来の出来事に結びついている。

母と子が病と死と表裏一体である発展途上国の現状

を、国際母子保健の表面的な視点から捉えるのでは

なく、その底流にあるものを歴史から学び取るとと

もに、新しい「青報をも取り入れていくことが重要で

あると結論付ける。
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